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令和６年４月 時間外労働の上限規制のトラック運転手へ適用、改正改善基準告示の適用

令和４年度 「荷主とトラック事業者の共創セミナー」の開催

・R4.12.5 会場とWEBにて共創セミナーを開催。２０１名の参加。

令和３年度 加工食品業界荷主に対する実態調査

・特に荷待ち時間が長い、運送の実態や問題意識に関するにアンケート調査を実施

令和２年度 標準的な運賃の普及

荷主団体等への標準的な運賃の要請

令和元年度 大分県における検討テーマを「加工食品」 に決定

・大分県における検討テーマを「加工食品（R3年度からは「加工食品・酒・飲料」）」とし、重点的に取組を実施

平成３０年１２月 貨物自動車運送事業法の改正

平成３０年７月 働き方改革関連法の成立

平成30年度 荷主企業物流担当者への輸送に関するヒアリング調査

・荷主企業等８社にトラック輸送の関する状況調査、啓発を実施

平成29年度 パイロット事業（実証実験）

・高速道路の有効利用による拘束時間の削減

平成28年度 パイロット事業（実証実験）

・フェリーによるモーダルシフト効果の検証

平成27年７月 「トラック輸送における取引環境・労働時間改善大分県地方協議会」 設立

・トラック輸送状況の実態調査、荷主ヒアリングの実施

協議会のこれまでの取組（H27～R4）
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R3年度取組（アンケート調査）
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・開催日：令和４年１２月５日（月） １３：３０～１５：４０
・会場：Ｊ:ＣＯＭ ホルトホール大分 大会議室（来場+WEB）
・参加者数※1：２０１名（来場１０３名、WEB９８名）

荷主とトラック事業者の共創セミナー（以下、共創セミナー）

※１：「参加者数」は「申込者数＋飛込参加数」 以降、同じ）

これまで
２００回以上の
再生回数
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62者

（ 56%）

49者

（44%）

参加した「荷主関係」の内訳

荷主企業等

（協議会委員等

の）関係者
N=111

38%

17%

19%

11%

9% 4%2%商工会議所等からのチラシ

取引先のトラック事業者か

らの紹介

トラック協会HP

JILSからの周知

行政等からの周知

おおいた歩得（メルマガ）

大分県賃上げセミナー N=47(不明15は除外)

〇周知方法
①大分商工会議所、各商工会議所の会報誌へ
のパンフレット同封等による周知(12,900部※2)

②協議会事務局からの荷主企業、トラック事業者
宛ての依頼文書（トラック事業者経由）

③大分県トラック協会HPでの周知
④JILS（日本ロジスティックシステム協会）HP、
メルマガによる周知

⑤大分労働局からの主要荷主への依頼
⑥おおいた歩得（メルマガ）への投稿
⑦大分県主催の「大分県価格交渉促進・賃上げ
等支援セミナー」での周知（9/13,9/16）

⑧大分商工会議所常議員会・全員協議会合同
会議での周知（10/14）

⑨大分合同新聞での開催記事掲載（11/28）

①商工会議所等での周知(日田※2) ⑧大分商工会議所での周知

②協議会事務局からの依頼文書

問い.
このセミナーをどのように知りましたか。

令和４年度の取組(共創セミナーの周知)

※2：12,900部のほか、23,000部を日田商工会議所の広報誌(日田の全世帯へ配布) への掲載により別途広報
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・参加者の約半分が来場（来場１０３名、WEB９８名）
・参加者のうち荷主関係が１１１名（来場４４名、WEB６７名）
トラック事業者が８２名（来場５９名、WEB２３名）
その他が８名（WEB８名）

共創セミナーの申込み状況

51%49%

参加の形態

来場 WEB

55%
41%

4%

参加者の属性

荷主関係 トラック事業者関係 その他（公務等）

N=201

62者

（ 56%）

49者

（44%）

「荷主関係」の内訳

荷主企業等

(協議会委員の)関係者

N=111

令和４年度の取組(共創セミナーの参加者属性)
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・アンケートの回答は、１１５通。回答率５７．２％。
・WEB参加のアンケート回答率が低い。
・アンケート回答は、荷主企業等５２通、トラック事業者５０通、その他１３通。

共創セミナーのアンケート結果（アンケート回答の属性）

74%

26%

アンケート結果の参加形態

来場 WEB

45%

44%

11%

アンケート回答の属性

荷主企業等 トラック事業者等 その他（公務・不明等）

N=115N=115

令和４年度の取組(共創セミナーのアンケート結果①)
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・共創セミナー受講後、９８％が「よく理解できた」「ある程度理解できた」との回答。

共創セミナーのアンケート結果（理解度の変化）

35%

50%

11%
4%

良く知っていた ある程度知っていた

あまり知らなかった 知らなかった

N=115

問い．
このセミナーを受ける前に２０２４年問題や
トラック業界の現状をご存知でしたか。

42%

56%

1%

1%

よく理解できた ある程度理解できた

あまり理解できなかった 理解できなかった

無回答

N=115

問い．
このセミナーを受けた後２０２４年問題や
トラック業界の現状を理解できましたか？

令和４年度の取組(共創セミナーのアンケート結果②)
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・今後の協議会としての取組として①荷主への２０２４年問題等の周知、②２０２４年問題
の見える化（定量化）の回答が多い。

共創セミナーのアンケート結果（今後の取組の方向性）

24%

21%

11%

10%

9%

9%

6%

5%
5%

荷主への２０２４年問題等の周知

２０２４年問題の影響（不足する供給量な

ど）の見える化（定量化）

荷主への独禁法や貨物運送事業法等の法

令の周知

一般利用者への２０２４年問題等の周知

荷主向けセミナーの開催

荷主やトラック事業者への先進事例の周知

ホワイト物流推進運動やパートナー構築宣

言への荷主参加の推進

トラック事業者の働きやすい職場認証制度

の推進

N=306

問い．
今後の協議会の取組として、必要なことは
何だと思いますか。（３つまで選択可）

23%

20%

11%

10%

9%

7%

5%

7%

7%

N=135

23%

20%

11%

11%

8%

7%

4%

8%

8%

N=130

内訳（荷主） 内訳（トラック事業者等）

荷主とトラック事業者が
必要だと思うことはほぼ同じ。

令和４年度の取組(共創セミナーのアンケート結果③)
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・人口減少により労働人口が減少する。人口減少の歯止めと限られた人口で効率よい事業展開が必要。
・料金の適正化、働き方改革は理解。待機時間削減や荷役作業の効率化が今後必要。荷主の立場としては輸送会社とコミュニケー
ションを取って意見を収集することがもっと必要。
・味の素様の講演がとても参考になった。それ以外はトラック業界だけが良くなればいいという内容。厳しいのはどこも同じです。
荷主とトラック業界、最終の納品先がどのように協力して改善をしていくかの議論が深められるようお願いします。

・運送業者、荷主、国で2024年問題に取り組みたい。
・時間外労働の上限規制の告示を荷主様へ開示、調査を引き続き行って頂きたいです。
・とにかく荷主への理解を求める取組が必要
・トラック協会会長 仲 様が言った言葉に同感です。
・2024年問題に取り組むために高速道路の料金を安くしてほしい。荷主だけに負担をお願いするのは厳しいので。。。
・標準的運賃、料金、燃料サーチャージ制度を浸透させるためには、「荷主・元請運送業者の理解」が最も大切。
すべての省庁が協力して運送業者への応援を是非お願いします。2023年にも何度も荷主向けセミナー等の開催をお願いします。
・味の素さんの事例発表はとても参考になりました。他業種の荷主さんもこのような取り組みを参考にして改善の推進してもらいたいです。
・興味深いお話だったのに時間がなくて資料をおっかけるので精一杯の部分があった。繰り返しによる深掘りをお願いします。
資料を広く見れるよう（共有できる）アップロードしてください。
・すべてがかけ足で、あまり内容が入って来ませんでした。もう少していねいに説明していただきたいです。

・「標準的な運賃」のレベルまで運賃を上げていかなければ、物流が止まってしまうくらいの危機感を社会全体で共有していく必要。
・2024年問題を荷主や一般利用者に広く知ってもらうことが必要。メディア等を活用してはどうか
・開催が目的とならぬよう、要は原資の確保、運賃、料金、実費、完全収支の実現が必要。

問い．その他ご意見等がございましたらお聞かせ願います

●荷主企業等の声

●トラック事業者等の声

●その他の声

令和４年度の取組(共創セミナーのアンケート結果④)

※誤記、文言の省略等一部を修正しています。


